
私
か
ら
は
、
三
つ
の
決
議
案
に
つ
い
て
、
提
案
理
由
を
ご
説
明
い
た
し
ま
す
。

第
一
に
、
決
議
の
七
番
目
、「
東
日
本
大
震
災
、
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
及
び
豪

雨
災
害
等
か
ら
の
復
旧
・
復
興
の
加
速
と
、
全
国
的
な
防
災
・
減
災
対
策
、
国
土
強
靱

化
の
推
進
」
に
つ
き
ま
し
て
は
、
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
の
さ
ら
な
る
加
速
、

防
災
・
減
災
対
策
の
強
化
、
国
土
強
靱
化
の
取
組
を
一
層
推
進
で
き
る
よ
う
、
万
全
の

措
置
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

第
二
に
、決
議
の
八
番
目
、「
減
税
に
よ
る
地
方
の
減
収
に
対
す
る
代
替
財
源
を
含
む
、

地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源
総
額
の
確
保
」
に
つ
き
ま
し
て
は
、
現
下
の
物
価
動
向
等

に
も
対
応
し
つ
つ
、
町
村
が
、
自
主
性
・
自
立
性
を
発
揮
し
様
々
な
施
策
を
着
実
に
実

施
し
て
い
く
た
め
に
は
、
継
続
的
に
安
定
し
た
自
主
財
源
の
確
保
が
不
可
欠
で
あ
り
ま

す
。
ガ
ソ
リ
ン
等
の
暫
定
税
率
廃
止
な
ど
、地
方
の
減
収
に
対
す
る
代
替
財
源
を
含
め
、

地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源
総
額
の
確
実
な
確
保
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

第
三
に
、決
議
の
十
三
番
目
、「
地
域
か
ら
の
脱
炭
素
化
の
推
進
」
に
つ
き
ま
し
て
は
、

豊
富
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
最
大
限
に
活
か
し
、
全
て
の
意
欲
あ
る
町
村
が
、
地

域
の
特
性
・
実
情
に
応
じ
て
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
を
推
進
で
き
る
よ

う
、
支
援
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

以
上
に
つ
き
ま
し
て
、
町
村
長
各
位
の
満
場
の
ご
賛
同
を
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
い

た
し
ま
し
て
、
提
案
理
由
の
説
明
を
終
わ
り
ま
す
。

 財政委員会委員長　埼玉県毛
も

呂
ろ

山
やま

町長 
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